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１ 通期業績のハイライト

12期連続で最高益を更新、12期連続で増配を実施予定
①連結売上高や営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益は過去最高を更新

②16円の特別配当により1株当たりの期末配当金を71円（年間配当金は126円）に増配する予定

全てのセグメントにおいて当初に計画した売上高を達成
①会計事務所事業部門の売上高は前年より２．１ポイント増

②地方公共団体事業部門の売上高は前年より１０．４ポイント増

③印刷事業部門の売上高は前年より２．４ポイント増

第61期業績予想を増収増益に上方修正
①第60期の期首時点では、標準化特需の反動で第61期に減収を計画

②第61期は、以下の2点が新たな売上高の増加要因になると見込み、増収増益に上方修正

1)会計事務所事業における新商品（ＯＭＳエージェントとＦＸエージェント）の収益化

2)ガバメントクラウド運用管理補助業務の受託とソフトウエア利用に係る料金体系の改定

※なお、第61期は、賃上げ促進税制の廃止に伴い税額控除が無くなる予定であるため、親会社株主に帰属する当期純利益は減益となる見込み
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第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

(百万円)

87,541
(+4.9%)

２ 経営成績｜連結

⚫ 売上高（連結）の推移 ※( )内は前期比

売上高

87,541百万円 (+4.9%)

営業利益

17,845百万円 (+10.6%)

経常利益

18,502百万円 (+１１.５%)

当期純利益

13,551百万円 (+12.0%)

71,915
67,838

75,219

83,476
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第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

70,990
67,660

63,570

78,896

83,088
(+５.3%)

２ 経営成績｜個別

⚫ 売上高（個別）の推移 (百万円) ※( )内は前期比

売上高

83,088百万円 (+５.3%)

営業利益

17,485百万円 (+１２.８%)

経常利益

18,376百万円 (+１３.６%)

当期純利益

１３,５５７百万円 (+１４.４%)
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２ 経営成績｜セグメント別収益の一覧

行 セグメント 売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)前期比 前期比

１ 会計事務所事業 53,957 2.1% 11,357 △9.0%

２ 地方公共団体事業 30,425 10.4% 6,337 80.4%

３ 印刷事業 3,158 2.4% 148 3.0%

４ 調整額 － － 1 －

5 合計 87,541 4.9% 17,845 10.6%

※２．調整額は、決算短信のセグメント情報の注記を参照※１．会計事務所事業の営業利益マイナスの要因はP.8参照

※１

※２
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２ 経営成績｜収益の構成

連結売上高構成 連結営業利益構成 個別売上高構成

会計事務所事業

61.6%

地方公共団体事業

34.8%

印刷事業

3.6%

会計事務所事業

63.7%

地方公共団体事業

35.5%

印刷事業

0.8%

※ソフトウエア売上の内訳 売り切り ：2２%
レンタル ：7８%

87,541百万円 17,845百万円 83,088百万円

[  ]：限界利益率

[95.4%]

[76.0%]

ソフトウエア
34.8%

コンサルティング・
サービス
19.9%

[87.0%]

ハードウエア
9.7%

[22.0%]

会計用品
1.2%

コンピューター・
サービス
34.4%
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第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

53,957
（+2.1%）

売上高の内訳 前期比

①コンピューター･サービス +6.1%

②ソフトウエア +1.1%

③コンサルティング･サービス +4.5%

④ハードウエア △5.6%

営業利益 △9.0%

２ 経営成績｜セグメント別（会計事務所事業）

⚫ 会計事務所事業部門の売上高の推移 (百万円) ※( )内は前期比

48,749
46,465

50,467
52,827
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コンピューター・
サービス

前期比

+6.1%

新規入会者の増加に伴い会計事務所の基幹システム「ＯＭＳクラウド」の
利用が増加。また関与先企業向けの「ＦＸクラウド」の新規利用も増加。

ソフトウエア
前期比

+1.1%

「ＯＭＳ電子サインシステム」や「ＷＳＣ（ワークストリームクラウド）」などを
新たにリリースしたことが寄与。

コンサルティング・
サービス

前期比

+4.5%

中堅企業向けの財務会計システム「FX4クラウド」の新規受注による立ち
上げ支援料の増加。

ハードウエア
前期比

△5.6%

Windows11への切り替え需要の終息、PCの在庫不足等により販売台
数が減少。

営業利益
前期比

△9.0%

人件費の増加（全社的な業績連動賞与の引き上げ）による一時的な要因
※限界利益率は前期並みを維持しており、収益力の低下ではありません。

２ 経営成績｜セグメント別（会計事務所事業）

⚫ 会計事務所事業部門の営業成績のポイント
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第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

30,425
(+10.4%)

２ 経営成績｜セグメント別（地方公共団体事業）

⚫ 地方公共団体事業部門の売上高の推移 (百万円)

売上高の内訳 前期比

①コンピューター･サービス △6.0%

②ソフトウエア +26.3%

③コンサルティング･サービス +126.0%

④ハードウエア △50.8%

営業利益 +80.4%

※( )内は前期比

20,357

18,228

21,754

27,565
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コンピューター・
サービス

前期比

△6.0%

ガバメントクラウドへの移行に伴いデータセンター利用料及びネット
ワーク回線利用料売上が減少したことなどが影響。

ソフトウエア
前期比

+26.3%

ガバメントクラウド運用管理補助業務の受託やソフトウエア利用に係
る料金体系の改定、「ＴＡＳＫクラウド公会計システム」等の新規受注
等によりソフトウエア利用料が増加。

コンサルティング・
サービス

前期比

+126.0%

国が定める移行期限（令和8年3月末日）までに標準仕様準拠システ
ム及びガバメントクラウドへの移行を計画どおりに完了。

ハードウエア
前期比

△50.8%

標準仕様準拠システムへの移行にむけた庁内設置用サーバーの導入
や住基ネット関連ハードウエア機器の更改が前期に集中し、当期はこ
れらの受注が減少。

営業利益
前期比

+80.4%

利益率の低いハードウエア売上高が前期よりも減少した一方で、利
益率の高いコンサルティング・サービス売上高やソフトウエア売上高
が大幅に増加。

２ 経営成績｜セグメント別（地方公共団体事業）

⚫ 地方公共団体事業部門の営業成績のポイント
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第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

3,158
(＋2.4%)

２ 経営成績｜セグメント別（印刷事業）

⚫ 印刷事業部門の売上高の推移 (百万円)

売上高の内訳 前期比

①データ･プリント･サービス +４.１%

②ビジネスフォーム +2.2%

③商業美術印刷 △22.3%

営業利益 +3.0%

※( )内は前期比

2,808

3,145
2,997 3,083
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データ･プリント･
サービス(DPS)

前期比

+4.1%

新たな販促ＤＭ作成業務や調査票印刷業務の受託、アウトソーシン
グとして年末調整に係る必要書類の回収案内業務の受託、令和８
年２月の衆議院選挙に係る通知業務を受託。

ビジネスフォーム
前期比

+2.2%
一部顧客からの産業廃棄物管理票の受注が堅調。

商業美術印刷
前期比

△22.3%
カタログ・パンフレット等作成業務の受注が減少。

営業利益
前期比

+3.0%

利益率が高いＤＰＳ関連商品の売上高が増加。さらに令和8年6月
に価格改定（値上げ）を実施したことが要因。

２ 経営成績｜セグメント別（印刷事業）

⚫ 印刷事業部門の営業成績のポイント
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２ 経営成績｜四半期単位の推移（会計事務所事業）

⚫ 会計事務所事業部門の売上構成別売上高（四半期単位）

245 276 207 261 239 255 215 276 222 251 206 276 217 263 219 294 226 272 217 238
687

1,232
784

1,422
944 1,217

796
1,271 1,000 1,218

812
1,479

927
1,296 1,076

1,920
1,204 1,312

821
1,592

1,681

1,766

1,592

1,981

1,762
1,845

1,792

2,006
1,832

1,893
1,752

2,118

1,882
1,873

1,816

2,217

1,980 1,989
1,913

2,254

4,019

4,527

4,061

4,589

4,178

4,676
4,732

4,526

4,317

4,941

4,931

4,645

4,427

5,074
4,993

4,614

4,509
5,044

4,976

4,783

3,716

4,049

4,218

4,019

3,829

4,155
4,467

4,111

3,978

4,350
4,695

4,310

4,198

4,577
4,893

4,546

4,427

4,844
5,182

4,872

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

■ コンピューター・

   サービス

■ ソフトウエア

■ コンサルティング・

   サービス

■ ハードウエア

■ 会計用品

（百万円）
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２ 経営成績｜四半期単位の推移（地方公共団体事業）

⚫ 地方公共団体事業部門の売上構成別売上高（四半期単位）

675 734 523 810 792 1,099 
399 600 809 924

375 
957 919

2,109
1,344

1,974
1,227 1,056 

438 398 

214 143
110

209 270

1,091 

83
223

497 256

117 

222 211

491

197

2,797

6,047

1,886 

261 161 

1,166

2,180

1,241

1,369
1,827

1,620 

1,240

1,618
1,493

2,641

1,352 

2,635

1,590

2,407

1,800

1,875

1,608

2,779 

2,752 
2,548 

1,850

2,346

2,741 1,910

2,066

2,153 

2,986
2,283

2,060

2,346

2,839 

2,224

2,113

2,307

3,115

2,308

1,986

2,196 

3,090 

1,985 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

新規顧客の
システム
本稼働

地方税改正
軽自動車

転入･転出
OSS

物価高騰
給付金

低所得世帯
給付金

子育て世帯支援
標準化
対応

標準化用機器
住基ﾈｯﾄ用機器 ■ コンピューター・

  サービス

■ ソフトウエア

■コンサルティング・

  サービス

■ ハードウエア

（百万円）
標準準拠ｼｽﾃﾑ・
ｶﾞﾊﾞｸﾗ移行
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３ 第60期の重要なトピックス（１）

期限内に164市町村の全て

標準準拠システムに移行完了

01

04

ＴＫＣ ＡＩエージェント

対応方針の発表と提供開始

02

会計事務所向け事業

地方公共団体向け事業

中堅・大企業向け事業

会計事務所向け事業

03

「e-TAX事業所税」の提供開始
企業向け財務会計システム

（ＦＸシリーズ）のクラウド割合が

６０％超に
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３ 第60期の重要なトピックス（２）

ＴＫＣシステム利用による

法人税電子申告65.8万社

05
ＴＫＣシステム活用企業の

黒字企業割合が58.1％

06

連結グループソリューションの

利用が6，640グループに

07

自治体向けの公会計システム

の利用が425団体を突破

08

上場企業におけるシェアが４４％を突破

日本の法人の5社に1社がTKCシステムで申告

自治体の2割超がＴＫＣの公会計システムを利用

国税庁発表の黒字割合３７.３％を大きく上回る
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３ 第60期の重要なトピックス（３）

印刷事業

  受注済み案件への影響を抑え、安定供給を図るため、仕入先各社から原材料、各種資材の調達に関する

情報を収集するとともに、供給交渉を継続

当社のデータセンターであるＴＩＳＣと、コールセンター業務を請け負うＴＣＳＳ

  安定稼働に向けてＩＴ投資の前倒しと、緊急時に備えて備蓄している重油の安定確保に注力

中東不安の長期化による業績への直接的な影響は今のところありません。

各種資材の調達困難な状況を懸念し、以下の対策を講じました。

(1) 中東情勢による業績への影響

(2) フロンティアＡＩによるセキュリティーリスクへの対応

ＡＩ技術、特に高度な能力を持つフロンティアＡＩの急速な進歩により、サイバー攻撃の速度や巧妙さ

が増しており、当社が提供するシステムやサービスに対するセキュリティーリスクが高まっています。

当社は、今後も顧客にシステムを安心してご利用いただけるよう、使用している開発言語やミドルウ

エアを最新バージョンに更新し、さらなるセキュリティーの強化に努めています。
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第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

75,219
71,915

67,838

(百万円) 87,54183,476

第61期（令和9年9月期）：連結業績予想
売上高

87,600百万円（+0.1%）

経常利益

18,550百万円（+0.3%）

✓ 第60期期首の時点では、標準化特需の反動で減収を
計画していたが、会計事務所事業における新商品の
収益化（ＯＭＳエージェントとＦＸエージェン
ト）、ならびに地方公共団体事業におけるガバメン
トクラウド運用管理補助業務の受託やソフトウエア
利用に係る料金体系の改定により、第61期も増収増
益を計画。

✓ 各セグメントとも特殊要因を除けば業績拡大基調に
あり、第62期以降も増収増益を計画。

87,600
(+0.1%)

４ 次年度業績見通し：令和9年9月期
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75,219 

83,476 
87,541 87,600 87,850 

16,035 16,590 18,502 18,550 18,600 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

連結 ■ 売上高 ●  経常利益

実績 計画
(百万円)

４ 次年度業績見通し（今後の計画）



©TKC 2026 20

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、資本コスト

を意識した経営を推進しています。資本コストの管理指標として、ROE（目標

値：11％以上）を採用し、収益力を高めるとともに充実した株主還元により、同

指標の向上を目指しています。収益力を測る指標として、限界利益率70％以上の

目標値も設定し、効率的な利益の創出に注力しています。また、株主還元は配当

性向50％を基本方針として実施しています。このような取り組みの結果、直近に

おけるROEは、次のとおり推移しており、当社の資本コスト（概ね５％と認識）

を上回る水準を達成しています。

第57期：11.8%、第58期：11.8%、第59期：11.8％、第60期：12.9％
ROE推移
（個別）

５ 企業価値向上に向けた取り組み
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32.5
36 39 45

50
55

39.5

42
51

55

60

(予定)

71

第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

【ご参考】
 1株当たり配当金の推移

72

78
90

100

110

（円）

■当社普通株式１株につき71円（16円増配）

その内訳 普通配当  55円

特別配当  16円

■配当総額     3,492,791,111円

■配当性向（単体）       46.7％

（連結）       46.7％

－ 12期連続となる増配を実施予定 －
■ 期末配当

■ 中間配当

(予定)

126

株主還元：配当性向目標50％

５ 企業価値向上に向けた取り組み
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【ご参考】 株主還元方針と自己株式の取得状況

＜第60期における自己株式の取得状況＞

【令和８年２月1６日】

〇自己株式の取得 ：110万株

〇取得価格の総額 ：約４４億円

〇消却した株式 ：１１０万株

〇消却日 ：令和8年２月２７日

合計229万1,100株、約87.5億円の自社株式を取得

それによる総還元性向（連結）は１１０.７％

％を目標(単体）

【令和８年7月13日】

〇自己株式の取得 ：79万1,100株

〇取得価格の総額 ：約28億円

〇消却した株式 ：79万1,100株

〇消却日 ：令和８年７月31日

【令和８年3月1２日】

〇自己株式の取得 ：４０万株

〇取得価格の総額 ：約１５億円

〇消却した株式 ：４０万株

〇消却日 ：令和８年3月31日



©TKC 2026

11,600 65.8 6,640 32,500

Ⅱ 経営方針と主な活動内容

市町村
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TKCの経営方針

⚫ 理念にもとづく経営の実践
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⚫ 会計事務所向けと関与先企業向けにＡＩエージェント搭載システムを提供開始

会計事務所事業部門の営業活動①

研修

01

研修

02

研修

03
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（人） 11,600名
          ▼

会計事務所事業部門の営業活動②

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

年間の新規入会件数  

3５２件 
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（千社）

65万8000社
          ▼

法人税電子申告社数  

６５万8000社

令和８年９月末移動合計

TKC会員数の推移 TKCシステムによる法人税電子申告社数
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TKC会員事務所による月次決算の実施と優良企業の育成支援

会計事務所事業部門の営業活動③

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

01



©TKC 2026 28

⚫ 「経営戦略レベル」の機能の活用

⚫ 銀行信販データ受信機能や給与仕訳の連携機能などの
「日常業務レベル」の機能の活用の活用

TKCシステム※活用企業の黒字率

5８.１%が

※TKCの「FXシリーズ」活用企業の黒字率は、
国税庁統計の黒字率（3７.３%）よりも高い割合です。

TKC方式の自計化の推進

黒字

企業向け財務会計システムの
クラウド割合

６0%超が
クラウドシステムを
利用

会計事務所事業部門の営業活動④

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

02
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適時・正確な記帳に基づく信頼性の高い決算書の作成支援

会計事務所事業部門の営業活動⑤

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

03
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採用金融機関 50５行

当サービス利用件数 3８万件超

「TKCモニタリング情報サービス」の推進

会計事務所事業部門の営業活動⑥

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

法人と個人の取引を

適正に区分経理

一定以上の財務基盤の保持

財務状況の正確な把握と

適時適切な情報開示による

経営の透明性の確保

経営者保証

ガイドライン

1

2

3

経営者保証解除に関する

3つの要件を確認できる

04

金融機関の9割超
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融資の申し込みや審査、モニタリングをデジタル化

迅速な融資決定により、中小企業・小規模事業者の
円滑な資金調達を支援

会計事務所事業部門の営業活動⑦

⚫ 「黒字決算と適正申告」の実現に向けた活動

「TKCファストリンク」のサービス開始05
サービス開始から1年で

融資実行額１３５億円

貸し倒れは０件

申し込みから融資決定までの

期間は平均２．４営業日
日本政策金融公庫とＴＫＣ全国会、（株）ＴＫＣによる覚書締結

「TKC災害ファストリンク」のサービス開始

支援機能を発揮した事業者への迅速な資金繰り支援

コンサルティング機能の発揮及び必要な情報提供

地域経済の復興・発展に向けた融資相談会の実施ほか
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TKC連結グループソリューション ： 上場企業のシェア44％

(売上高トップ100社のうち94社が利用)

「e-TAX事業所税」の提供開始から６か月で導入企業５７０社突破
事業所税の申告書作成から電子申告・電子納税までを一つのクラウドシステム上で完結。

「固定資産管理システム(FAManager)」が新リース会計基準対応により、

過去最多の受注、適用初年度までに1,000社達成見込

TKCエクスプレス(メルマガ)の50,000名を突破

全上場企業の67%の企業に登録いただいております。

会計事務所事業部門の営業活動⑧

⚫ 大企業市場への展開

02

03

04

01
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新リース会計基準対応に関する情報発信

大企業市場でのシェア拡大とTKC会員の関与先拡大支援

⚫ グループ通算申告システム等  ： グループ通算制度を採用する企業の80％超が利用

⚫ TKC連結グループソリューション ： 上場企業のシェア44％

(売上高トップ100社のうち94社が利用)

会計事務所事業部門の営業活動⑨

⚫ 大企業市場への展開

05

06
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※自社調べによる

77,500367,0

会計事務所事業部門の営業活動⑩

⚫ 法律情報データベースの市場拡大

100％

32,500

63

法科大学院
教育研究支援システム

ローライブラリー

63
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令和８年３月末までに 16４市町村全ての移行を完了！

地方公共団体事業部門の営業活動①

⚫ 地方公共団体情報システム標準化への対応（全顧客市町村の移行を完了）
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政令指定都市を含む

７０団体 マイナンバーカード
交付予約･管理システム

２１０団体

かんたん窓口
システム

1３０団体採用
採用

スマート申請システム

採用

地方公共団体事業部門の営業活動②

⚫ 行政手続きのデジタル化・オンライン化支援
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アライアンス契約を締結した約50社のパートナー企業と共に提案活動を展開

「地方税共通納税システム」の開始に伴う関連システムの機能強化・拡充

地方公共団体事業部門の営業活動③

⚫ 地方税務手続きのデジタル化支援

約790団体

40%超

当社システム導入団体

TKCインターネット･サービスセンター地
方
税
共
通
納
税
シ
ス
テ
ム

基
幹
税
務
シ
ス
テ
ム

データ連携サービス審査システム

納付
情報

L
G

W
A

N

地方税電子申告支援サービス
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地方公共団体事業部門の営業活動④

⚫ 内部事務のデジタル化支援

固定資産台帳システム

財務書類作成システム

財務会計システム

TASKクラウド公会計システム

予
算
編
成

予
算
執
行

出
納
整
理

決

算

決
算
整
理

全
体
財
務
書
類

連
結
財
務
書
類

売
却

取
得連携

電子決裁

内部事務のデジタル化に資するサービス拡充

Peppolインボイスへの対応

✓ 自治体向けの財務会計システムと固定資産台帳

システム財務書類作成システムを一体型で管理

✓ 電子決裁システムの機能強化

✓ 文書管理／人事給与システムのリニューアル

公会計システム 425団体
採用
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DM印刷サービス

調査票印刷サービス

通知関連業務のBPO

二次元
バーコード付

通知物

WEBサイト 顧客

行動情報を糧に営業アプローチ

ターゲット

ページ遷移を計測

〇
〇
様
へ

お
知
ら
せ
で
す

印刷事業部門の営業活動①

⚫ DPS印刷

効果測定DM

ＤＭの効果を可視化し
営業アプローチの糧に

音声コード
Uni-Voice

印刷された文字情報を
音声として聞き取れる
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カーボン・オフセット
サービス（予定）

CFP算定
サービス

通知物が排出する
温室効果ガスを算定

調達（資材） 納品（輸送） 廃棄

CO₂換算し、キログラムで可視化

製造

通知物の製造・配送などで排出される温室効果ガスを

相殺

購入

CFPを
実質
ゼロ化

通知物の

通知物が排出する温室
効果ガスを実質ゼロ化

印刷事業部門の営業活動②

⚫ 通知物のＣＦＰ（カーボン・フット・プリント）算定サービス

CFP算定サービス

カーボン・オフセット
サービス（予定）

CO₂（kg）

CFP
カーボン
クレジット

CO₂削減・

吸収量（kg）
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周年行事印刷物

専門書の改版（法改正）

印刷事業部門の営業活動③

⚫ 商業美術印刷、ビジネスフォーム印刷

ビジネスフォームの
需要は健在

商業美術印刷・
ノベルティ

商業印刷を活用した
紙製ノベルティ開発

手書き帳票や特定帳票
の需要は健在
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本資料は情報の提供のみを目的としており、有価証券の投資の勧誘等を目的とするものではあり
ません。
また、本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、現在入手した情

報をもとにした仮定のものであり、将来の業績を保証するものではありません。将来の業績は、経営
環境の変化などにより、記載内容とは異なる可能性があることにご留意ください。
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